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知的障害特別支援学校高等部における企業と連携した 

作業学習の実施方法に関する研究 

鈴木 康 

 

Ⅰ 問題 

知的障害生徒は，情報を抽象化したり，注意を

集中・持続したりすることへの困難さから生じる

「情報不足」によって，学習が成立しない状況に

置かれていることが考えられる。また，社会経験

が制約されることによって，行動が消極的になっ

てしまう傾向があることも指摘されている。古

賀・菅野(2011)によると，知的障害特別支援学校

を卒業し一般就労をした半数以上の知的障害者が

卒業時に「就労に対する意欲」の課題を抱えてい

たことが報告された。また，原田(2011)によると，

教師が「職業教育が実際の職業生活と結び付いて

いないのではないか」という問題意識をもってい

ること，「授業において企業との関わりをもってい

ないこと」が報告された。このような状況の中，

各学校においては，時代のニーズに合った就労に

つながる職業教育に関する教育課程の見直しや，

就労に向けた支援方法の開発を推進することが求

められている(文部科学省，2009)。このように知

的障害特別支援学校の職業教育における課題とし

て，知的障害生徒の「就労への意欲」をどのよう

に育成するか，通常の作業学習において，「企業と

の連携」をどのように進めるか，作業学習での「指

導内容」をどのように選定するか，の 3 点が挙げ

られる。以上のことから，知的障害特別支援学校

の職業教育において,生徒の自立と社会参加を目

指した，一般企業への就労につながる企業と連携

した作業学習の実施方法の在り方を追究すること

は，意義のあることだと考えた。 

Ⅱ 目的と研究の全体構造 

 本研究では，知的障害特別支援学校高等部にお

いて，一般企業への就労に結び付けるための地元

企業と連携した作業学習の実施方法を明らかとす

ることを目的とした。 

本研究は，図１のように授業実践に必要な情報

を得るための調査と授業計画を立てる研究Ⅰと企

業と連携した作業学習を実践する研究Ⅱで構成し

た。 

Ⅲ 方法 

研究Ⅰでは，一般企業への就労を目指す知的障

害生徒，知的障害特別支援学校の教師，知的障害

者を雇用している企業，一般企業で働く知的障害

特別支援学校の卒業生に対し調査を行い，「作業学

習で指導すべきこと」と「学校と企業の連携方法」

を導き出した。その後作業学習の授業計画を立て，

一般企業への就労を目指した作業学習の指導内容

を明らかにした。 

研究Ⅱでは，研究Ⅰで導き出された「指導内容」

と「企業との連携方法」をもとに，図 2 のように

「一般企業で働くことに対する自己効力感」に働

きかける指導を行い，「企業と連携した作業学習」 

 

図 1 研究の内容とその関連性 

 

 

  

①調査の実施 

  ○生徒・教師・企業・卒業生の意識を把握 

 

 

②授業実践に向けた準備 

  ○調査結果の分析 

  

 

  ○授業検討会  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

①作業学習の授業実践 

  ○自己効力感に働きかける指導    ○企業と連携した指導 

  

 

 

②授業実践の評価 

  ○作業学習の指導方法の評価     ○連携方法の評価 

 

 

 

 

 

 

                

 

◇「指導内容」「連携方法」の選定 

◇授業実践方法の策定 

  

◇授業実践に必要な情報収集 

  

◇作業担当教師との検討→◇協力企業への情報提供→◇授業計画の作成 

◇卒業生の働く姿を観察 

◇企業からのアドバイス・評価 

◇生徒への質問紙・インタビュー ◇教師・企業担当者へのインタビュー 

研究Ⅰ：企業と連携した授業実践に必要な情報収集のための調査研究 

 

研究Ⅱ 企業と連携した作業学習の授業実践的研究 

 

一般企業への就労に結び付けるための企業と連携した作業学習の実施方法を検討 

目的①：一般企業への就労を目指した作業学習の指導内容を明らかにする 

 

目的②：企業と連携した授業実践とその評価 

 

◇企業のもつ情報を活用 

◇生徒の取組のアドバイス・評価 
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を実践第 1 期に 4 回，第 2 期に 12 回の 16 回実施 

した。授業実践後に「自己効力感に働きかけた指

導方法」と「学校と企業の連携方法」の評価につ

いて，作業担当教師と協力企業の担当者へのイン

タビューを行い，知見を得た。 

Ⅳ 結果 

１ 研究Ⅰ：企業と連携した授業実践に必要な情

報収集のための調査研究 

「一般企業で働く上で大切なこと」について生徒，

教師，企業，卒業生が共通で挙げた「一般企業で

働く上で必要となるコミュニケーションに関する

力」について，実際に職場で行われている接客場

面や従業員同士のコミュニケーション場面と実際

の授業場面を関連付けて取り上げていくことにし

た。また，企業と卒業生が重視していて，教師が

注目していない項目に「職場の規則やルールを守

る」が挙げられた。職場全体で共通理解し重点的

に取り組まれている「職場規範」に関することを

作業学習での活動場面と関連付けて取り上げてい

くことにした。企業との連携方法について，本研

究では，「企業現場の情報を授業で活用する」とい

う視点の連携方法とした。研究Ⅱに向けて，調査

対象の企業の中から卒業生の協力を得られる 2社

と知的障害特別支援学校高等部の農業班に研究の

依頼をし，協力を得た。 

２ 研究Ⅱ：企業と連携した作業学習の授業実践

的研究 

 研究Ⅱでは，研究Ⅰで導き出された「指導内容」 

と「企業との連携方法」をもとに，以下のような 

「一般企業で働くことに対する自己効力感」に働 

 

図 2 自己効力感に働きかける指導のイメージ 

きかける指導を行った。 

1)授業の導入場面で，研究Ⅰの調査結果を紙面

で，卒業生が職場で働いている姿や実際に職場で

取り組まれていることをビデオ映像で提示した。 

2)企業の方から作業学習の取組に対する評価・

アドバイスを，生徒にフィードバックした。 

高等部 3 年生の生徒 A は，表１のように本実践

を通して，「一般企業で働くことに対する自己効力

感」は一定のレベルで維持された。導入場面で自

身の実習先以外の職場や仕事の様子や企業の方か

らの評価・アドバイスに関する情報を視聴したこ

とで，働くことに対する気持ちが高まった。また，

「職場でのコミュニケーション場面」に関する情

報を視聴したことで，自身の課題(職場でのコミュ

ニケーション)に対しての意識が高まり，その結果，

作業学習の活動が将来働くことに役立つ期待(結

果期待)が更に高まった。 

高等部 1 年生の生徒 B は，表 2 のように本実践

を通して「一般企業で働くことに対する自己効力

感」は，全体的に下がったが，一定なレベルで維

持された。導入場面で提示した卒業生の働く様子

や自身の実習先以外の職場の様子を視聴したこと

で「一般企業で働くこと」への理解が深まった。

企業の担当者からの肯定的な評価を受けたり，学

校生活や作業学習で取り組んでいることに共通す

る取組の場面を視聴したりしたことで，「一般企業

で働くこと」を意識するようになり，「自分にもで

きそうだ」という印象をもち続けた。また，「作業

学習の内容」と「一般企業で働くこと」を結び付

けて捉え，作業学習の活動が将来働くことに役立

つ期待(結果期待)が高まった。 

授業実践後に行ったインタビューにおいて，本

研究の実施方法について，作業担当者教師から「概

ね問題はなく今後も実施・継続可能」，「単元を設

け，系統的に実施できると，より教育効果がある」，

「卒業生にアプローチすることは，連絡すること

に負担がかからず，教育効果が大きい」という回

答を得た。協力企業の担当者から「概ね問題なく，

実施・継続が可能」，「知的障害生徒や特別支援学

校の理解につながった」，「現場実習の受け入れの 

際に現場(店舗)に伝える材料が増えた」という回 
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表１ 生徒 A の自己効力感の変容 

 

 

答を得た。連携について，作業担当教師からは「作

業班ごとに教材の準備をすることは負担」，「学校

として組織的，計画的に企業の情報を収集する方

法を構築する必要がある」という回答を得た。企

業担当者は「企業にとって，事業活動してメリッ

トがないと継続できない」，「担当部署がない企業

では，会社全体の方針として協力できる体制がな

いと，連携が難しい」という回答を得た。 

Ⅴ 考察 

 研究Ⅰの調査結果と研究Ⅱの授業実践の結果を

もとに，一般企業での就労に結び付けるための作

業学習の実施方法について考察する。 

指導内容について，授業実践結果より，「職場に

おけるコミュニケーションに関する力」と「職場

規範」は，一般企業での就労を目指す作業学習の

指導の内容として，生徒と教師，企業のニーズに

沿った適切なものであったといえる。「企業現場で

実際に取り組まれていること」と「作業学習の指

導場面」を関連付けて取り上げたことで，「一般企 

業で働くこと」についての理解が深まった。今後

の課題として，学年の違いや生徒の発達段階を考

慮した「指導内容の精選」と「指導の系統性」の

検討が必要である。 

指導方法について，授業実践結果とインタビュー

より，企業からの情報を活用した今回の指導は，

自己効力感に働きかける上で概ね適切であった。

このことは，生徒にとって身近なモデルとなる卒

業生の姿を観察する「代理体験」と企業からの活

動の評価・アドバイスを受ける「社会的説得」の

要素を取り入れたこと，ビデオ映像や紙面資料が 

表 2 生徒 B の自己効力感の変容 

 

 

取り込みやすい情報であったこと，授業において

「情報に触れる機会」と「活動の振り返りを行う

機会」が保証されていたことが要因だと考える。

今後の課題として，自己効力感を把握する評価方

法，「能力」と「自己効力感」の関係を考慮した上

での「適切な自己効力感」の捉え方についての検

討が必要となる。 

学校と企業との連携方法について，インタビュ

ーより，「企業の情報を授業に活用する」という視

点に立った今回の方法は，学校と企業双方にとっ

て概ね適切なものであった。今後は学校側の連携

のための組織的，計画的な取組を支える体制の整

備と学校側から企業側への積極的な働きかけや学

校と企業が情報を共有する機会の設定，連携する

ことの「企業側のメリット」の追求に対する検討

が必要である。 
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質問項目 実践第

1 期前 

実践第

1 期後 

実践第

2 期前 

実践第

2 期後 

1．一般企業に就職すること 3 3 3 3 

2．一般企業で働くこと 3 3 3 3 

3．自分のやりたい職業を見つけること 3 3 4  3

4．働くことに必要な力を身に付けるた

めに努力すること 
4 4 4 3 

5．将来就きたい職業や会社の仕事内容

を知ること 
3 4 4 4 

6．自分が職場で働いている姿をイメー

ジすること 
3 3 3 3 

7．日常の生活において具体的な目標を

立てること 
4 3 3 3 

8．まわりの人と一緒に仕事をすること 3 3 3 3 

9．与えられた役割を果たすこと 3 3 4 4 

４(非常に自信がある)，３(少しは自信がある)，２(あまり自信がない)，１(非常に自信がない) 

質問項目 実践第

1 期前 

実践第

1 期後 

実践第

2 期前 

実践第

2 期後 

1．一般企業に就職すること 3 3 3 3 

2．一般企業で働くこと 4 3 3 3 

3．自分のやりたい職業を見つけること 4 3 3 3 

4．働くことに必要な力を身に付けるた

めに努力すること 
4 3 3 3 

5．将来就きたい職業や会社の仕事内容

を知ること 
4 3 3 3 

6．自分が職場で働いている姿をイメー

ジすること 
3 3 3 3 

7．日常の生活において具体的な目標を

立てること 
3 3 3 3 

8．まわりの人と一緒に仕事をすること 4 3 3 3 

9．与えられた役割を果たすこと 4 3 3 4 

４(非常に自信がある)，３(少しは自信がある)，２(あまり自信がない)，１(非常に自信がない) 


